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第4章 デ ー タ通 信

第1節 概 況

電子計算機等を電気通信回線に接続して行 うデータ通信は,こ こ数年間飛

躍的成長を続けてきたところであるが,全 般的に経済活動の低迷した49年度

においてもおおむね過去 と同様の発展を見た。しかし,医 療情報システム,

生活情報システム等個人の福祉や社会開発を指向した国家的規模のいわゆる

ナショナルプロジェクトと呼ぽれるものについては,多 額の経費を必要 とす

ることから予算規模の縮小等が行われ,当 初予定していたほどの進展はみら

れなかった。

従来か らデータ通信は単に企業経営の効率化を目指すもののほか,公 害や

交通混雑等の問題を解決するための公害監視システムや交通制御システム等

個人生活に密着した面でも活用されてきた。特に,49年 度に家庭のプッシュ

ホンか ら国鉄の 「みどりの窓口」のコンビ昌一タに直接アクセスして列車の

座席予約ができるシステムが出現 したことにより,広 く普及しているキャッ

シュディスペンサとともに,デ ータ通信が個人にとっても手で触れ得る存在

となってきた。また,高 価な大型コンピュータを使用した大型 システムとは

違った ミーコンピ凸一タを利用したデータ通信システムや情報通信事業の出

現は,デ ータ通信がますます身近なものになる傾向を表しているものといえ

よう。

一方,既 存 システム相互を接続することによるデータの共同利用が,座 席

予約,宿 泊予約システム等において旅行業者を中心に進展 した。この種のシ

ステムの相互接続は,各 界で盛んに研究されているコンピュータ・ネ ットワ

ークの現実的進展とい う意味で今後も急速に行われていくものと思われる。

国際社会の進展により,国 際データ通信の利用 も拡大してきて お り,特

に,自 営システムの設置は通信回線料金が高額であることなどにより経費的

に困難であることなどか ら,民 間の情報通信事業者の提供する情報通信サー
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ビスを利用して国際データ通信を行 う例が急速に増えてきている。

データ通信利用制度の面では,46年 の公衆電気通信法改正以来,引 き続き

細部にわたる整備が行われ,48年 に一応の完了を見た。しかし,デ ータ通信

利用技術の急速な発達 と情報通信事業の発展に伴い,現 行の特定通信回線の

他人使用制限の緩和について情報処理関連団体から要望が出されている。

個人データの集中化によるプライバシー侵害の危険性等データ通信の発達

によるマイナス効果面の対策については,ス ウェーデンにおけるデータ保護

法の成立に次いで,米 国においてもプライバシー保護法が成立し,我 が国に

おいても引き続き各界で真剣な論議がされた。また過激派グループによるコ

ソピ晶一タセンタ爆破事件,キ ャッシュカードによる犯罪等データ保護対策

やデータ通信システムの安全性の問題も衆目の的となった。

第2節 データ通信 の制度的整備

データ通信に関する制度は,大 別して,① 民間企業等が設置するデータ通

信システムのために電電公社又は国際電電が提供する電気通信回線の利用制

度(デ ータ通信回線使用契約)と,② 電電公社又は国際電電が提供するデータ

通信システムサービスの利用制度(デ ータ通信設備使用契約)に分けられる。

これら利用制度の円滑な運用を図るため,最 近実施 した制度的整備の主要

な事項は,次 のとお りである。

1デ ータ通信回線使用契約に関する事項

(1)国 際音声級特定通信回線の分割使用の制限撤廃(49年11月)

音声級回線とは,音 声の伝送が可能な300Hz～3,400Hzの 周波数帯域幅を

持つ回線であって,こ の音声帯域幅を周波数分割又は時分割に よってあたか

も複数の回線のように使用 し,デ ータ伝送のほか音声,写 真,フ ァクシミリ

及びテレタイプ通信と組み合わせて使用することも可能である。

従来,国 際音声級特定通信回線の分割使用については,通 信の品質保証の
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点から,信 号速度の最高限を2,400b/s,分 割し得る回線数を24回 線までに

制限し,ま た,音 声,写 真及びファクシミリの2以 上を同時に使用すること

を認めていなかった。

しかし,最 近の電気通信回線の品質の向上,変 復調装置等端末機器の性能

向上等により技術的制約もなくなり,ま た,諸 外国においても音声級回線の

自由な使用を認めるようになってきたので,変 復調装置を利用者が自営で設

置する場合には,こ れらの制限を撤廃 し,自 由な分割使用を認めることとし

た。ただし,国 際電電が変復調装置を設置する場合は,従 来 どお り600b/s又

は1,200b/s若 しくは2,400b/sで 音声級回線を提供することとしている。

なお,こ れに伴い国際特定通信回線技術基準を一部改正 し,併 せて国内特

定通信回線技術基準 と調和するようにした。

(2)セ ンタ接続交換設備に収容する公衆通信回線の提供(50年3月)

加入電話のプッシュホンを利用して座席予約を行 うため,セ ソタを加入電

話網に接続する公衆通信回線の申込みがなされたような場合,こ のオンライ

ンシステムは,不 特定多数のプッシュホン加入者が当該公衆通信回線を利用

してセンタにアクセスする着信系システムである。したがって,従 来の公衆

通信回線使用契約申込みの承諾基準に従いその公衆通信回線の使用態様に関

して条件を付したとしても,現 在の交換設備ではピーク時の通信ふ くそうに

対処し得ない。

そこで,こ のような トラフィックの異常ふ くそうにより一般の電信電話の

疎通に支障を及ぼすおそれのあるシステムの場合は,異 常 トラフ ィック制御

機能等を備えた 「センタ接続交換設備」に,当 該公衆通信回線を収容するこ

とを条件として,当 該申込みを承諾することとし,電 電公社の公衆通信回線

使用契約申込みの承諾基準の一部改正,公 衆通信回線(電 話)技 術基準の一

部改正,セ ンタ接続交換設備の料金等を認可 した。

2デ ータ通信設備使用契約に関する事項

(1)国 際 オ ー トメ ッ クス サ ー ビ スの 提 供 条 件 の改 正 等(49年7月)



一202一 第2部 各 論

ポーリング方式の実施に伴い,料 金体系の手直 しを行 うとともに,ラ イン

レピータ等端末装置の料金を定めた。

(2)販 売在庫管理サービス及びデータ宅内設備の使用料の改正(49年7月)

電電公社のデータ通信部門の収支改善を図るとともに,電 電公社 と民間情

報通信事業者 との調和的発展を確保するため,デ ータ宅内設備使用料を全体

として約20%引 き上げるとともに,販 売在庫管理サービスのデータ中央装置

使用料を全体 として約30%引 き上げた。

第3節 データ通信回線の利用状況

1国 内デー タ通信回線

(1)年 度 別 利 用 状 況

国 内 デ ー タ通 信 回 線 の 利用 状 況 は 第2-4-1表 の とお りで あ る 。46年 度

末 現在 では1万3,512回 線 で あ った が,逐 年 約40%ず つ増 加 し,49年 度 末 に

は3万6,159回 線 に達 し た。

デ ー タ通 信 回線 は そ の種 類 に よ って伝 送 速 度 が 異 な る。 そ こで,回 線 数 を

そ の伝 送 可 能 速 度(b/s)に 乗 じて得 られ る数 を全 種 類 合計 した 数,つ ま りデ

ー タ通信 回線 の伝 送 可 能 ビ ッ ト数 を 推 計 して み る と
,46年 度 末 現 在749万

1,100b/sで あ った もの が49年 度 末 では3,066万1,750b/sと な り,こ の3年 間

に伝 送 可 能 情 報 量 は4.1倍 に増 加 した こ と とな っ て い る。

(2)特 定 通 信 回 線 の 利 用 状 況

第2-4-1表 に示 す とお り,利 用 され て い る デ ー タ通 信 回 線 の 大 部 分は

特 定 通信 回線 であ る。

規 格別 にみ る と,第2-4-2図 の とお り,D-1規 格(帯 域 使 用)及 び

D-5規 格(1,200b/s)が 近 年 著 し く増 加 し,低 速 回線 で あ るA-1規 格

(50b/s)及 びC-2規 格(200b/s)は,い わ ぽ伸 び悩 み の状 態 に あ る。 ま

た,対 前 年 度 比 につ い てみ る と,第2-4-1表 に 示 す とお り,49年 度 にお

い て はD-9規 格(4,800b/s),1-1規 格(帯 域 使 用),1-3規 格(48kb



第2-4-1表 国内デ ータ通信回線の利用状況

＼ 一 年 度 末 46 47 48 49

、

区 別 ＼ 一、＼ 回 線 数 回線剃 対前鞭 比 回線釧 対前鞭 比 回 線 数 対前年度比

A-1(50b/s)

B-1(loOb/s)

c-2(200b/s)

D-1(帯 域使 用)

D-5(1,200b/s)特 定通 信

D-7(2,400b/s)

回 線D -9(4 ,8・・b/,)

1-1(帯 域 使 用)

1-3(48kb/s)

J-1(帯 域 使 用)

計

4,494

126

3,623

!,874

3,223

172

-

0

-

O

l3,512

5,088

172

4,286

3,463

4,946

266

-

6

-

0

18,277

113.2%

136.5

118.3

184.8

153.5

154.7

=
-

O

l34.9

5,773

361

5,367

6,783

6,642

515

64

3

7

0

25,515

Il3.5%

209.9

125.2

195.9

134.3

193.6

一

ム50.0

-

O

l40.0

6,150

555

6,087

1i,064

8,555

907

193

8

14

0

33,533

106.5%

153.7

113.4

163.i

l28.8

176.1

301.6

266.7

200.0

0

且31.4

講 鍛嫌 ～
計

0

0

∩
)

255

547

802

1,319

1,307

2,626

517.3

238.9

327.4

艀

回 線合 計

伝 送 可 能

数13,51218,227

b/s7,491,10011,872,400

134.926,317

158,519,761,900

144.436,159

166.530,661,750

曳
1

137.4随

155・2愈

(参考) 朝 回徽(A～J)1・ ・6,・89 2203451,1 106.9 239,604 108.フ 260,468 108.フ

(注)伝 送 可 能b/sの 算 出 に際 しては,次 の とお り推 計 した 。

D-1=1,200b/s,1-1=14,400b/s,電 話 型=1,200b/s,そ の他=区 別 欄()内

1

8
ω
ー



一204一 第2部 各 論

第2-4-2図 国内特定通信回線の利用状況

∫i度1、

/s)等 高速回線の伸び率の大きさが顕著である。

(3)公 衆通信回線の利用状況

公衆通信回線は,第2-4-1表 に示すとお り,48年 度に至って実際に利

用され始めた。

49年度末現在の利用回線数は2,626回 線であって,そ の内訳は,電 話型(加

入電話回線利用のもの)が1,319回 線,電 信型(加 入電信回線利用のもの)が

1,307回 線となっており,そ れぞれ全体の半分ずつを占めている。 対前年度

比をみると電話型が517.3%,電 信型が238.9%と い う高い伸び率を示 してい

る。
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業種別 ・対象業務別利用状況は,第2-4-3表 のとお り,電 話型は製造

業及び建設業の行う販売在庫管理に,電 信型は金融業の行 う入金通知 ・為替

連絡にそれぞれ最も多 く利用されている。また,運 輸業の行う座席予約のた

めに,プ ッシュホンを入出力装置として利用できるよう加入電話網を既設の

私設オンライソ座席予約システムに接続する電話型公衆通信回線が,50年3

月から利用されている。

公衆通信回線は,料 金が従量制であること,そ のネットワークが全国的で

あること,電 話機又は加入電信宅内装置をそのままデータ通信システムの端

第2-4-3表 国内公衆通信回線 の利用状況
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末機器として利用できることなどの利点を持つので,デ ータ伝送量や通信時

間の少ない分野においてはもとより,特 定通信回線 システムのバ ックアップ

用などとしても,今 後ますます利用されていくものと考えられる。

(4)デ ータ通信回線の相互接続

公衆通信回線の利用開始に伴い,電 子計算機等を介して特定通信回線又は

私設回線と公衆通信回線とを接続する形態が出現した。この形態をとるシス

テム構成のパターンは第2-4-4図 に示すとお りである。

相互接続による公衆通信回線利用の対象業務は,金 融業の振込入金通知及

び為替取引連絡,情 報通信事業の商用TSS,製 造業 ・商業の生産 ・在庫 ・

販売管理,旅 行業老 ・運輸業の宿泊 ・座席予約等 となっている。

第2-4-4図 相互接続によるシステム構成パターン

輔 ⑭メ　 簾@菱 騰

・継装置④1擁 等

一
加入電信網

(注)⑲ は特定通信回線を,② は公衆通信回線を示す。

2国 際デ ータ通信 回線

国際電電が提供するデータ通信回線には,特 定通信回線 と電信型公衆通信

回線(国 際加入電信網を利用する。)とがあるが,公 衆通信回線の 利用され

ている例はな く専 ら特定通信回線が利用されている。

(1)年 度別利用状況

第2-4-5表 は46～49年 度末における国際特定通信回線の利用状況であ
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る。46年 度 以 降,利 用 回 線 数 は増 加 の傾 向に あ った が,49年 度 末 に お い て は

前年 度末 と同数 に と ど ま った 。 規 格別 に見 る と,前 年 度 末 よ り増 加 して い る

第2-4-5表 国際デー タ通信 回線の利用状況
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第2-4-6図 伝送可能 ビッ ト数 の増加状況
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規格は音声級回線と50b/s回 線のみである。特に音声級回線の増加が著しい

が,こ れは通信量の増大した利用者が75b/s以 下の低速回線から音声級回線

へ と移行したことによるところが大である。全般的に回線利用は数年来低速

回線か ら高速回線へと移行する傾向を示 してお り,し たがつて伝送可能ビッ

ト数は第2-4-6図 のとお り増加してきている。

(2)音 声級回線の利用状況

第2-4-7表 は,音 声級回線の利用状況を示 したものである。音声級回

線の利用増加は著しく,49年 度末では前年度末か ら12回線増加して33回線と

なった。そのうち30回線は利用者が変復調装置を自営で設置している帯域使

用である。分割の状況は75b/sへ の分割がこれまでどお り圧倒的に多いが,

本年度は50b/sへ の分割が著しく増加した。音声級回線は数 こそ少ないが,

伝送するデータ量は多 く,そ の伝送可能 ビット数の国際特定通信回線全体の

第2-4-7表 音声級回線の利用状況一一
帯 域 使 用 回 線 数7111830

(利 用 状 況)

2,400b/s2378

1,200〃 一 一11

75〃2857103170

50〃ll237

フ ァ ク シ ミ リllll

電 話ll26

*2 ,400b/sll33

伝送講 謝 数 ・15・
¢繍 ¢繍(i瀦

(注)*は 変復調装置を国際電電が設置 して2,400b/sで 伝送 を行 うものであ る。
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うちに 占め る割 合 は34.3%で あ る。 利 用 して い る業 種 は,商 事 会社(13回

線),政 府(8回 線),航 空 会 社(6回 線)が 主 た る もの で あ る。

第4節 デ ー タ通 信 シス テ ム

1デ ータ通 信システムの種類

データ通信システムは,電 気通信回線と電子計算機及び端末機器の設置主

体の別により次の三つの形態に分けられる。

① 自営システム

電電公社又は国際電電が提供する電気通信回線に民間企業等が 自己の

電子計算機及び端末機器を接続 して構成するデータ通信システム

② 公社システム又は会社 システム

電電公社又は国際電電が電気通信回線並びにこれに接続する電子計算

機及び端末機器を設置 し,顧 客にデータ通信サービスを提供するデータ

通信システム

③ 私設システム

民間企業等が電気通信回線並びにこれに接続する電子計算機及び端末

機器を設置して構成するデータ通信 システム

2オ ンライ ソ化 の状況

デー タ通 信 の 普 及状 況 を示 す 指 標 の 一 つ と して,電 子 計 算機 台数 ベ ー スの

オ ン ライ ン化 率,す なわ ち電 子 計 算 機 の総 設 置 台 数 に 占め るデ ー タ通 信 シス

テ ムに使 用 され て い る電 子 計 算 機 台数 の割 合 をみ た 場 合,第2-4-8表 の

とお りわ ず か ず つ で は あ るが 逐 年 増 加 して お り,49年 度 末 現在 に おい ては

4.9%(超 小型 電 子 計 算 機 を 除 い た 電 子 計算 機 の設 置 台 数 に 対す る オ ン ライ

ン化 率 は10.2%)と な って い る。

ちな み に,欧 米 諸 国の オ ン ライ ン化 率 をみ る と,西 独 が2.3%,フ ラ ンス

が2.5%(い ず れ も45年 末 現在),英 国 が12%(45年9月 現在),米 国 が16%
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年度別オンライン化率

区 別

年 度 末

電子計算機の設
置台数

デー タ通信 シス
テ ムに使用 され
てい る電子計算

機台数

オ ンライ ン化率

数
Dツ

台
律

大 ・中 ・小型①

超 小 型

計 ②

対 前 年 度 比(%)

台 数(セ ッ ト)③

対 前 年 度 比(%)

総設置台数に対す る率
(③/② ×100)(%)

大 ・中・小型機設置台数に対

す る率(③/① ×loo)(%)

44

5,439

1,279

6,718

138.0

217

156.1

3.2

4.0

45

7,278

2,204

9,482

141.1

324

149.3

3.4

4.5

46

8,723

4,086

12,809

135.1

476

146.9

3.7

5.5

47

9,982

7,273

17,255

134.7

674

141.6

3.9

6.8

48

11,751

11,692

23,443

135。9

1,029

152.7

4.4

8.8

49

i4,503

15,592

30,095

!28.4

1,484

144.2

4,9

10.2

電子計算機の設置台数は,「 調査季報」(日 本電子計算機株式会社)に よる。

(注)デ ータ通 信システムに使用 されてい る電子計算機台数は一部推計である。

(45年 末 現 在)と な って い る(欧 米諸 国 の オ ン ライ ン化 率 は,(財)電 気通 信

総 合 研 究所 の 調査 に よ る。)。

3国 内 デー タ通信 システム

(1)年 度別設置状況

自営システム及び公社システムの39年 度以降における各年度末現在のシス

テム数は,第2-4-9表 のとお りである。

対前年度比では毎年度150%以 上を示してお り,対 前年度増加数は46年度

以降が特に急速な増加を示している。

自営システムは,47年 度末以前においては,す べて特定通信回線(46年9

月1日 前は専用回線)を 利用するシステムであり,公 衆通信回線を利用する

システムは48年度に出現した。49年 度末現在1,126シ ステムで,そ の内訳は,
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特定 通信 回線 を利 用 して い る ものが969シ ス テ ム(こ の うち,公 衆 通信 回線

を併 用 して い る もの は38シ ス テ ム),公 衆通 信 回線 を 利 用 して い る もの が157

シス テ ム(特 定 通 信 回 線 を 併用 して い る もの を 含 め れ ば195シ ス テ ム)で あ

る。

公 社 シス テ ムは,43年 度 に サ ー ビス を 開始 し,49年 度 末現 在 の シス テ ム数

は42シ ス テ ム とな って い る。

私 設 シス テ ムは,制 度 的 に は有 線 電 気 通 信 法 に 基 づ き設 置 され て い る もの

で あ って,電 力 事 業 の 自動 給 電 シス テ ム,運 輸 業 の座 席 予 約 シ ス テ ム,地 方

公共 団体 の公 害 監 視 シス テ ム等 が あ る。

第2-4-9表 国内デ ータ通信 システムの年度別設置状況

訳
シ

ス
テ

ム
数

自営 システム

公社 システム

計

対前年度増加数

対前年度比(%)

39

5

5

40

10

10

5

200

41

2Q

20

10

200

42

35

35

15

175

43

F◎

2

7

7
`

7

42

220

44

122

4

126

49

164

45

188

7

195

69

!55

46

295

13

308

113

158

47

441

27

468

160

152

48

706

38

744

276

159

49

1,126

42

1,168

424

157

(2)対 象業務別設置状況

自営システムの対象業務別 システム数は,第2-4-10表 のとおりであ

る。

過去3年 間を通 じ,製 造業者,商 事会社等の事務管理を対象とするものが

約40%を 占めてお り,銀 行,信 用金庫等の預金 ・為替 ・信託業務を対象とす

るもの,官 公庁関係の業務を対象とするもの及び株式取引,運 送管理,そ の

他を対象とするものがそれぞれ20%程 度を占めている。

システム数の多い順から7位 までの対象業務は,第2-4-11表 のとおり

であって,生 産 ・在庫 ・販売管理システム及び預金 ・為替システムが常に上



第2-4一 伯 表 国内 自営 システムの対象業務 別設 置状 況(1)
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別

年 度 末『一
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銀行,信 用金庫等の
預金 ・為替 ・信託業
務を対象 とす る もの

預 金
為 替
預金 ・為替
信 託

46

芸ス薮i徽 比
%

9

9

8

2

2

1

1

8

「D

1

7
」

9

6

6

0

47

芸ス薮1徽 比
%

9

1

2

2

4

3

2

1

0

0

5

1

7

rO
O

48
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%

4
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2
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4

6

8

7

3

7
4

6

0

49
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%
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2
2

4

5

9
4
.4
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裏

湘

2

7

9

4

8
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3

0
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製造業者,商 事会社
等 の生産 ・販売 ・在
庫等 の事務管理を対
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生産 ・在庫 ・販売管理
経 営管理
予 約
そ の 他

101

τ

33.9

1:1
0.3

'll

;

3L7

1:l
l.6

211
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33.9

1:1
2.4

411

1隻
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}:;
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1

4

7

7
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6
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4

9
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1

2

1

1
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FD

3
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3

3

2
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1

1

4
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1
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1
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互

2
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0
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1

1

2
1
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2

4

2
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15
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17
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9

3

9

5
0

8
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1

1
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1
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1

8

小 計 1・4121・71・ ・1・ …Il3gll9・ ・125・2・ ・

合 計 29511・ …i41111…1・ ・6卜 ・呵1,12611…
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位 に あ る こ とには 変 わ りが な い もの の,公 害 監 視 シス テ ム及 び交 通 制 御 シス

テ ムの進 展 ぶ りが 注 目され る。

この こ とは,デ ー タ通信 の利 用 が 企 業 等 の事 務 管 理 の 分野 に とど ま らず,

公 害,環 境 破 壊,交 通 混 雑 等 の社 会 的 な 問題 を解 決 す るた め の手 段 と して も

広 く利 用 され て きた こ とを示 す もの で あ り,今 後 の デ ー タ通信 の多 彩 な 普 及

発展 を期 待 させ る 一つ の動 向 であ る。

な お,公 衆 通 信 回線 を利 用 して い る シス テ ム(特 定 通 信 回線 を併 用 して い

る シス テ ムを 含 め て195シ ス テ ム)の 対 象業 務 別 利 用 状 況 は,生 産 ・在 庫 ・

販売 管理 シス テ ムが107シ ス テ ム,預 金 為替 シ ス テ ムが23シ ス テ ム,科 学 技

術計 算,受 託 計 算 シス テ ムが18シ ス テ ム等 とな っ て い る。

第2-4-11表 国内 自営 システムの対象業務別設置状況(2)

＼ 年度末
＼

順位 ＼

1

2

3

4

5

6

7

合 計

46

対躾 綿 成比

生産 ・在庫 ・
販売管理

預 金

科学技術計
算(民間)

為 替

預 金 ・為替

交通制御

公害監視

%
33.9

9,8

7.1

6.5

6.1

5.7

5,1

74.2

47

対象業務 隊 比

生産・在 庫・販売管
理

預 金

公害監視

為 替

交通制御

預金 ・為替

科学技術計
算(民 間)

%
31.7

U.1

7.7

7.0

6.6

5.0

4.5

73。6

48

対象業務 瞬 ヒ

生産・在庫・
販売管理

公害監視

預 金

預金 ・為替

交通制御

為 替

受託計算

%

33.9

8.5

7。6

6.7

5.6

4.8

4.1

71.2

49

対躾 務隊 比

生産 ・在庫 ・
販売管理

預 金

公害監視

科学技術
計算(民 間)

交通制御

預金 ・為替

為 替

%
39.0

8.2

6.7

4.9

4.8

3,9

3.7

71.2

(3)業 種 別 設 置 状 況

自営 シス テ ムの 業種 別 シス テ ム数 は 第2-4-12表 の とお りで あ る。

シス テ ム数 の 多 い 業 種 は,製 造 業,建 設 業,金 融業 及 び 地 方 公 共 団体 で あ

って,こ れ らの シス テ ム数 の 合計 は全 シ ス テ ム数 の約70%を 占め て い る 。全

システ ム数 に 占 あ る割 合 の推 移 を み る とデ ー タ通 信 の 導入 が比 較 的 早期 に普
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及 した 金融 業 及 び証 券 業 は 逐 年 低 下 し,商 業,通 信 ・出版 ・サ ー ビス業 の シ

ス テ ムは,着 実 に増 加 して い る。

地 方 公共 団体 の シス テ ム数 が 逐 年 順 調 な伸 び を示 して い る 。 これ は,公 害

監視,交 通 信 号制 御,水 質 管 理,水 道 テ レメ ー タ等 の た め の シス テ ムが 増 加

して い る こ とに よ る もの で あ る。

な お,公 衆 通信 回線 を利 用 して い る シス テ ム(特 定 通 信 回 線 を 併 用 してい

る シス テ ムを 含 め て195シ ス テ ム)の 業 種別 設 置状 況 は,製 造 業 ・建 設 業 が

100シ ス テ ム,商 業 が33シ ス テ ム,金 融 業 が24シ ス テ ム,情 報 通信 事業 ・ソ

フ トウ 幽ア業 が14シ ス テ ムな ど とな っ て い る。

第2-4-12表 国内 自営システ ムの業種別設置状況
-、

、 、
、 ヒー 年 度 末

区 別 「、
、、

46 47 侶19

芸ス薮瞬 比
一

炉 薮轍 比芸ス薮瞬 嘘 ス薮1轍比
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商 業

金 融 業

証 券 業

保 険 業

運 輸 業

電 力 ・ガス事業

通信 ・出版 ・サー ビス業

倉庫 ・不動産業

情報通信事業 ・ソフ トウ
エア業

政 府

地方公共団体

国立大学

法人団体

そ の 他
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5
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2.0

0.4
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2.0
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4
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%

33.3

4.5
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1『1

2.3

0.2

5.0

2.1

13.4
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2.5
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22
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5

23

%
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6.1
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2.0

2.8

Lo

3.i

O.4

5.9

2.7

14.6

1.1

0.7

3.3
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191
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18

36

10

41

10

56

31

146

10

11

2

%
38.6

9.9

17.O

L5

L6

3.2

0.9
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0.9

5.0

2.7

13.0

0.9
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(4)国 産機 ・外 国機 別 設 置 状 況

自営 シス テ ムを 主 電子 計 算 機 に よ り区 別 した 国産 機 シス テ ム及 び 外 国 機 シ

ステ ムの46年 度 以 降 に お け る それ ぞれ の シス テ ム数 は,第2-4-13図 の と

お りで あ る。

当初 は外 国 機 シス テ ムが優 位 を 占め て い た が,国 産 機 シス テ ムの割 合 は 逐

年上 昇 して48年 度 末 に 至 って両 シス テ ム の割 合 が逆 転 し,49年 度 末 には 国産

機 シス テ ム54.0%(608シ ス テ ム),外 国機 シ ス テ ム46.0%(518シ ス テ ム)

とな り,国 産機 シス テ ムが 優 位 を 占 め て い る。

そ の背 景 と しては,ソ フ トウ ェ ア技術 を含 め て 国産 電子 計 算機 の 性能 が 向

上 した こ と,国 産 品 の使 用 奨 励 に 関 す る閣議 決定 が 適 用 され る政 府 及 び 政府

関係機 関 の シス テ ムが大 幅 に増 加 した こ と,デ ー タ通 信 の 普及 に伴 い低 速,

小 容量 の 国産機 の 使用 で構 成 され る小 規模 の シス テ ム も増 加 した こ とな どが

あげ られ る。

第2-4-13図 国内自営 システムの国産機 ・外国機別設置状況
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4国 際デー タ通信 システ ム

(1)国 際デ ー タ通 信 シ ス テ ム の設 置 状 況

国 際 デ ー タ通信 シ ス テ ム は,電 子 計 算 機 の設 置 場 所 に よ り次 の二 つ に 分け

られ る 。

1型:我 が 国 に設 置 され た電 子 計 算 機 と海 外 の 出先 機 関 の端 末 とを接 続 し

た も の

II型:外 国 に設 置 さ れ た電 子 計 算 機 と我 が 国 内 の端 末 とを接 続 し,シ ス テ

ムの一 部 を成 し てい る も の

第2-4-14表 は,シ ス テ ム の種 別 ごと の設 置 状 況 を示 した も の であ る。

設 置 数 は,国 内 シス テ ム と比較 す る と少 な いが,49年 度 に おい て も順 調 に増

加 し,自 営 シス テ ム39(1型21,11型18),会 社 シス テ ム1,合 計40シ ス テ

ム とな った 。 な お,私 設 シス テ ムは 設 置 され てい な い 。

第2-4-14表 国際データ通信 システムの設置状況

年度末

システムの種 別'＼

自 営

システム

1型

■ 型

小 計

会 社 シ ス テム

十
一言
ロ

46

9

ll

20

47 i 48 i
13

12

25

i
20

1 i 1

1 26 35

49

21

18

39

!

40

(2)対 象 業 務 別 設 置 状 況

自営 シス テ ム の対 象 業 務 別 設 置 状 況 は,第2-4-15表 に示 す とお りで あ

る 。全39シ ス テ ム の うち31シ ス テ ムが メ ッセ ー ジ ・ス イ ッチ ング シ ス テ ムで

あ り,約80%を 占め て い る。 デ ー タ の処 理 を 行 う残 り8シ ス テ ム の内 訳 は次



のとお りである。

気象庁の気象データ編集システム

証券会社のデータ処理システム

航空会社の座席予約システム

旅行業者のホテル予約システム

情報通信事業者のTSSサ ービス
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-
↓

-

∩
0

1

2

第2-4-15表 国際 自営 システムの対象業務別設置状況

＼ 年度 末

対象業務 ＼一_

メ ツセ ー ジ 。ス イ

ッチ ン グ

デ ー タ 処 理

座席 ・ホ テ ル 予約

情報 通 信 サ ー ビス

十言口

46

17(7)

1(1)

2(1)

20(9)

47

22(ll)

1(D

2(D

25(13)

48

27(16)

2(2)

3(1)

2(一)

34(19)

49

31(17)

2(2)

4(2)

2(一)

39(21)

(注)()内 は1型 システム数 の再掲 であ る。

(3)業 種 別 設 置 状 況

第2-4-16表 は,自 営 シス テ ムの業 種 別 設 置状 況 を示 した もの で あ る。

49年 度 末 に おい て は,製 造 業 の シ ス テ ム(13シ ス テ ム,33.3%),商 業 の シ

ス テ ム(10シ ス テ ム,25.6%),運 輸 業 の シス テ ム(6シ ス テ ム,15.4%)

が多 く,全39シ ス テ ム中 この三 者 で74.3%を 占め てい る。

製造 業 の13シ ス テ ムの うち12シ ス テ ム は米 国に 電子 計 算 機 が 設 置 され て い

る シス テ ムで あ る。

商 業 の10シ ス テ ムの うち9シ ス テ ムは 我 が 国 の 商 事 会 社 の シス テ ムで あ

り,海 外 の支 店,営 業 所 との 間 に グ ロー バ ル な シ ステ ムを構 成 して,販 売 情

報 の収 集,販 売 指 示,海 外 か らの商 品照 会等 の メ ッセ ー ジ ・ス イ ッチ ソ グを

行 って い る。

運 輸 業 の6シ ス テ ムは,航 空 会 社,海 運 会社 の シス テ ムで あ り,3シ ステ
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ムが 航 空 座 席 予 約 シス テ ムで あ る 。

第2-4-16表 国際 自営 システ ムの業種別 設置状 況

＼ 年度末

業 潅＼ 一～

製

商

金

証

運

造

融

券

輸

業

業

業

業

業

通信 ・出版 ・サ
ー ビス業

情報通信事業 ・
ソフ トウェア業

政 府

計

46

8(一)

6(5)

3(2)

1(一)

2(2)

20(9)

47

9(一)

9(8)

4(3)

L(一)

2(2)

25(13)

48

ll(1)

10(9)

1(i)

1(1)

5(4)

1(一)

2(一)

3(3)

34(19)

49

13(1)

10(9)

2(2)

1(1)

6(5)

2(一)

2(一)

3(3)

39(21)

(注)()内 は1型 システ ム数の再 掲である。

第5節 情報通信事業

1概 況

情報通信事業は,電 電公社,国 際電電及び民間企業により営まれている。

電電公社の情報通信事業は,公 衆電気通信法の規定に基づき国内公衆電気

通信役務の一環 として行われている。電電公社のサービスは,一 般利用者が

共同利用する形態のもの(公 衆データ通信サービス)と 特定利用者の特定業

務を対象とするもの(各 種データ通信サービス)が あり,い ずれ も順識ご発

展している。公衆データ通信サービスについては,49年 度にもサブセソタ方

式によりサービスの拡充が行われた。

また,各 種データ通信サービスについては,従 来から公共的なもの,全 国

的規模を有するもの及び開発先導的な役割を有するものに重点を置いて実施

されてきたが,今 後は特に,こ れからの我が国の国民的課題である社会福祉
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の増進,社 会開発等を指向するナショナルプロジェクトを積極的に推進する

ことが期待されている。

国際電電の情報通信事業も,公 衆電気通信法の規定に基づき国際公衆電気

通信役務の一環 として行われているが,現 在提供されているサービスは,従

来の国際電信専用回線の接続機能の拡大を図ったものであり,特 定業務の処

理又は情報提供を行 うには至っていない。

民間の情報通信事業で49年度に開始されたサービスのうち,特 に注 目され

るのは,証 券市場の情報を提供するサービスとミニコンピュータをホス トコ

ンピュータとして使用するサービスである。前者のサービスシステムは証券

取引所の株価表示等を行 うシステムに接続してお り,株 価等の現況や関連の

経済情報を全国各地の証券会社等に提供するものであり,そ の端末数は約

3,200台 に上っている。 このシステムの出現は,多 数の人手を介して行われ

ていた従来の証券市場情報の伝達形式を一変 し,証 券取引界に画期的な革新

をもたらすものとして評価されるとともに,我 が国初の本格的な情報提供サ

ービスの開始 として大きな意義をもつものである。後者のサービスシステム

は記憶容量が40キ ロワー ドの ミニコンピ凸一タをホス トコンピ凶一タとする

もので,主 として給与計算その他企業の一般事務計算等のサービスを提供し

ている。従来は,ホ ス トコンピー一タにははん用の大型機又は中型機が使用

されてお り,ミ ニコンピュータは中継用などに使われるのが一般的であった

が,こ のようなサービスシステムの出現は,多 額の設備費を要するはん用大

型コンピュータ等を導入できない小規模企業でも運用次第ではこの業界への

参入の可能性があることを示すものといえよう。

このほかに最近では自らはデータ通信設備を持たず,他 の情報通信事業者

のデータ通信設備を通 じて情報提供等を行うといった新しい形のサービス業

者が出現し始めてきている。
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2電 電公社の情報通信事業

(1)デ ータ通信設備サービスの種類

データ通信設備サービスは,電 電公社が電気通信回線及びこれに接続する

電子計算機等か らなる電気通信設備を一体 として設置し,利 用者にサービス

を提供するもので,こ の種類は第2-4-17表 のとお りである。

第2-4-17表 データ通信殼備サービスの種類

区 別 サ ー ビ ス の 種 類

公 衆データ通信サ ー ビス

販売在庫管理 システ ムサー ビス(DRESS)

科学技術計算 システムサ ー ビス(DEMOS,
DEMOS-E)

電話計算サ ービス(DIALS)

各種 データ通信サ ー ビ・1樋 システ・サ ー ビ・

公衆 デ ー タ通 信 サ ー ビス は,電 電 公 社 が あ らか じめ 用意 した シス テ ムを共

同 利用 す る いわ ば レデ ィメイ ド 型 サ ー ビス で あ り,「 販売 在 庫 管理 シス テ ム

サ ー ビス」 及 び 「科 学 技 術 計 算 シス テ ムサ ー ビス」 が あ る 。

各 種 デ ー タ通 信 サ ー ビス は,電 電 公社 が ユ ー ザ の求 め に よ りそ の対 象 業務

に 応 じた シ ス テ ムを 利 用 の用 に 供 す る いわ ば オ ー ダ メ イ ド型 サ ー ビスで あ

り,「 運 輸 省 自動 車 検 査 登 録 シス テ ム」,「全 国銀 行 シス テ ム」,「気 象 庁 地 域気

象 観 測 シス テ ム」 等 が そ の 例 で あ る 。

なお,プ ッシ ュホ ンで簡 易 な計 算 を行 う 「電 話 計 算 サ ー ビス」 は,試 行 サ

ー ビス で あ って デ ー タ通信 設 備 使 用 契 約 に基 づ くサ ー ビス で は ない が
,便 宜

上 公 衆 デ ー タ通 信 サ ー ビス の 中 で取 り上 げ る こ とと し た。

(2)公 衆 デ ー タ 通信 サー ビ ス

ア.販 売在 庫管 理 シス テ ムサ ー ビス(DRESS)

販 売 在庫 管 理 シス テ ムサ ー ビスは,販 売 管 理 ・在 庫 管 理 に 必 要 な 各 種 伝票

の 作 成,フ ァイ ル の更 新,管 理 資 料 の作 成 等 の処 理 が で き るサ ー ビ ス と し

て,45年9月 東 京 で開 始 され て 以 来 順 調 な 伸 び を 示 し,49年 度 末 現 在 に おい
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いて ユ ーザ 数578,端 末 数2,092と な っ て い る。

49年 度 は名 古屋 丑セ ン タ.広 島 セ ン タが増 設 され,更 に 全 国 的 な需 要 に対

応す るた め サ ブセ ン タ方 式 に よ り,新 た に熊 本,静 岡,福 井,高 松,長 野,

和歌 山,盛 岡,大 分,鹿 児島,長 崎 等16都 市 に お い てサ ー ビス が 開始 され た

結果,49年 度 末 現 在 に お け る サ ー ビス の提 供 状況 は第2-4-18表 の とお り

第2-4-18表 販売在庫管理 システムザービスの提供状況

(49年度末現在)

考備

東京1
大阪1

名 古屋1

東京H

サー ビス開始時期

45年g月16日

46.1.11

セ ン タ ・サ ブセ ン

タ設 置 都 市累
京
阪

東
大

45

24

 

a47.
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。

姐
凪
凪
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岡
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とな っ た 。

な お,サ ブセ ン タ方 式 の シス テ ム構 成 は第2-4-19図 の とお りで あ る。

第2-4-19図 サプセ ンタ方式 のシステ ム構 成図
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49年 度 末 現在 に お け る販 売 在 庫 管 理 シス テ ムサ ー ビス の利 用 状 況 を ユ ーザ

数,端 末数 及 び1ユ ー ザ当 た りの平 均 端 末 数 で み る と第2-4-20表 の とお

りで あ り,ユ ー ザ数,端 末 数 とも対 前 年 度 比 そ れ ぞ れ 約150%と 増 加 してお

り,1ユ ー ザ 当 た りの平 均 端 末 数 は3,6台 で,前 年 度 と比 較 して ほ とん ど同

じで あ る。

第2-4-20表 販売在庫管理 システムサー ビスの利用状況(総 括)

＼＼ 年 度末

区 別 ＼ …_

ユ ー ザ 数

端 末 数

1ユ ーザ 当た りの平

均端末数

48

364

1,375

3.8

49

578

2,092

3.6

対 前 年 度 比

158.8
%

152.1

/'

/

地 域 別 の利 用 状 況 は 第2-4-21図 の とお りで あ る。

この サ ー ビス のユ ーザ の 業種 別構 成 の概 略 は,第2-4-22図 の とお りで

あ り,商 業56,6%,製 造 業 ・建設 業37.0%と これ らで 全 体 の93.6%を 占め て

い る。
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第2-4-21図 販売在庫管理システ ムサー ビスの地域別利用状況
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第2-4-22図 販売在庫管理システ ムサ ービスのユーザの

業種別内訳(49年 度 末現在)
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次 に,ユ ーザ の資 本 金,従 業 員 別 事 業 規 模 に つ い て み る と,資 本 金 に おい

て は5千 万 円以 下 の企 業 が63.7%を 占め,従 業 員 数 に お い て は,100人 未満

の それ が51.7%を 占め て お り,販 売 在 庫 管 理 シス テ ムサ ー ピ スが 中小 企 業を

中心 に利 用 され て い る こ とを 示 して い る。

イ.科 学 技 術 計 算 シス テ ムサ ー ピス(DEMOS,DEMOS-E)

科 学 技 術 計 算 シス テ ムサ ー ビス は,高 度 な 技 術 計 算 や 経 営 科 学 計 算 が で き

る我 が 国初 の商 用TSSと して,46年3月 東 京 で 開始 され て 以 来順 調 な伸 び

を 示 し,49年 度 末 現 在 に お い て ユ ーザ 数636,端 末 数719と な って い る 。

48年 度 は従 来 の科 学 技 術 計 算 シス テ ムサ ー ビス(DEMOS)に 加 え,電 電

公 社 が 国産 メー カー3社 と共 同開 発 した 高 性 能 の超 大 型 電 子 計 算 機 で あ る

DIPS-1を 利 用 した科 学技 術 計 算 シ ス テ ムサ ー ビス(DEMOS-E)が 開始 さ

れ た 。

49年 度 は 引 き続 き 福 岡 に セ ン タが 設 置 され た ほ か,サ ブ セ ン タ方 式 に よ

り,新 た に 岡 山,福 井,高 松,松 山,長 野,熊 本,大 分,鹿 児 島 等15都 市 に

お い て サ ー ビス が 開始 され た 結 果,49年 度 末 現 在 に お け るサ ー ビス の提 供状

況 は第2-4-23表 の とお り拡 大 され た 。

DEMOS-Eサ ー ビス は,DEMOSに 対 し演 算 速 度 や 記 憶 容 量 が 向 上 した

ほ か,使 用 言 語 と してCOBOLを 加 え,1,200b/sの 高 速 デ ー タ宅 内 装 置の

接 続 も可 能 とな るな どユ ー ザ に対 す る サ ー ビス は 一 段 と 向上 した 。

49年 度 末 現 在 に お け る科 学 技 術 計 算 シス テ ムサ ー ビス の利 用 状 況 を ユ ーザ

数,端 末 数 及 び1ユ ーザ 当 た りの平 均 端 末 数 で み る と,第2-4-24表 の と

お りで あ り,ユ ーザ 数,端 末数 と も対 前 年 度 比 それ ぞれ 約140%と 増 加 して

い る。1ユ ーザ 当た りの 平均 端末 数 は,48年 度 と同 じ く1.1台 とな って い る。

地 域 別 の利 用 状 況 は第2-4-25図 の とお りで あ る。

こ の サ ー ビス の ユ ーザ の業 種 別 構 成 の概 略 は 第2-4-26図 の とお りで あ

り,通 信 ・出版 ・サ ー ビス業53.9%,製 造 業 ・建 設 業37。3%と な っ て い る。

また,ユ ーザ の資 本 金,従 業 員 別 事 業規 模 に つ い て み る と,資 本 金に お

い ては1,000万 円 未 満 の 企 業 が27.2%を 占 め る一 方,1億 円 以 上 の それ も
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第2-4-23表 科学技術計算 システムサー ビスの提 供状況

(49年度末現在)

考備サ ー ビス開始時期
セ ソ タ ・サ ブセ ン

タ設 置 都 市

D

E

M

O

S

東 京1

大阪1

46年3月2g日

 

京東

訳1
45

296.46.

 

阪大46
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8
。
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名
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l
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タ

タンン皿セー-ー-Hセ

ー1
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〃

11
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-1
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1ー山丞フ阪ブ東サ大サ

甥セ

ー-

ー-

ー1

11

11

〃

〃

ー1

11

11

--

ー1

11

-ーブサ

28
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14

B

1

15
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29

済

L
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L

"

"

"

㌦

z

3。

a
"

"

ー&

9。

似

似

飢

免

似

働44444444

毘
3

皆

鴛

髭

捲
茄
28αLz21."Lz22a&翫混

"

-

1

1

1似軌9。免

位

α

α

α

位

α

じ

巳

α4444555555555

京
浜幌

台
阪
戸
島
州
沢
崎
都
潟
岡
屋
阜九古東横札仙大神広北金川京新静名岐

岡
山
松
井
原
松
山
市
野
寺
鷹
尾
宮
本
分
島三模日分野児蔵福岡浜福相高松四長国武八西熊大鹿

48

49

32.4%を 占 め て い る。

同様 に 従 業 員数 に おい て も,100人 未 満 の企 業 が47.5%を 占め て い るが,

1,000人 以上 のそ れ も19.0%を 占 め てお り,科 学技 術 計 算 シス テ ムサ ー ビス

の ユ ー ザ の両 極 化 現 象 が み られ,販 売 在 庫 管理 シス テ ムサ ー ビス の ユ ー ザ の

約 半数 が 中小 企 業 で あ るの に 比較 して著 しい 対照 を な し てい る。
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第2-4-24表 科学技術計算システムサー ビスの利用状況

＼ 年度末

区別「＼
ユ ー ザ 数

端 末 数

1ユ ーザ当た りの平

均端末数

48

458

520

191

49

636

719

191

対 前 年 度 比

138。9
%

138.3

/
/

第2-4-25図 科学技術計算 システ ムサ ービスの地域別 利用状 況
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東京

(,也域別)

大阪 名古屋 福岡 その他の地域

ウ.電 話計算サービス(DIALS)

電話計算サービスは,プ ッシュホンを用いて単純な四則演算から微積分等

の高度な計算まで行 うことができ音声で回答が返ってくるサービスとして,

45年9月 東京で開始された世界でも類を見ないユニークなサービスである。

電話計算サービスのセンタは東京及び大阪に設置されてお り,こ のサーピ
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第2-4-26図 科学技術計算 システムサー ビスのユーザの

業種 別内訳(49年 度末現在)

その他

8.8%

通 信 ・出 版 ・

製 造 業 ・ サ ー ビ ス業

建 設 業 ユ ーザ 総 数

37.3%636ユ ー ザ

スを利 用 で きる地 域 は,セ ン タあ るい は サ ブ セ ン タの設 置 され た 単 位料 金区

域 及び そ の隣 接 単 位 料 金 区 域 で あ る。

49年 度 末現 在 に お い て サ ー ビスが 提 供 され て い る のは,第2-4-27表 の

とお り84単 位 料 金 区 域 とな って お り,こ れ らの地 域 に おけ る プ ッシ ュホ ンの

加入 数 は,77万6千 台 で48年 度 末 の53万3千 台 に 比 べ45.6%増 とな って い

る。

なお,東 京 及 び 大 阪 両 セ ン タにお け る ライ ブ ラ リー別 の利 用状 況は 第2-

4-28表 の とお りで あ り,両 セ ソ タ ともバ イ オ リズ ム,日 数 計 算等 が よ く利

用 され てい る。

(3)各 種 デ ー タ通 信 サ ー ビス

49年 度 にお い て ナ シ ョナ ル ・プ ロジ ェ ク ト関連 シス テ ム と して 気象 庁 の 地

域 気象 観 測 シス テ ム,環 境 庁 の 環 境 情報 シス テ ムが 開 始 され たが,一 方 既設

シス テ ムを統 合 した も のが1件 あ っ た た め,49年 度 末 現 在 に お け る シス テ ム

数 は,第2-4-29図 の とお り26シ ス テ ム とな って い る 。

各 種 デ ー タ通 信 サ ー ビス の利 用状 況 を44年 度 以 降 の推 移 でみ る と,第2-

4-30表 の とお りであ り,シ ス テ ム数 の増 加 と と もに シス テ ム の規模 が年 々

拡大 して い る。
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第2-4-27表 電話計算サ ービスの提 供状況

(49年度末現在)

サ ー ビス提供単位料金
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岡
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千 台

327

141

70

56

35

33

6

9

16

23

6

25

15

14

776

第2-4-28表 電話計算サ ービスのライブ ラ リー別利 用状況

(49年度)

区 別

東 京

大 阪

パ イ オ リ

ス ム

%
29.5

37.O

日数計算

%
27.2

23.9

最 小
二 乗 法

%
7.8

3.7

複利計算

%
3.1

4.9

一様乱数

%

2。6

2.8

そ の 他

%
29.8

27.7

計
一%

100.O

100.O
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各種 システ ムサー ビスの年度別 開始状況

4344

年度

4546 474849

第2-4-30表 各種データ通信サ ービスの推移

∴遭
シ ス テ ム 数

端 末 数

1シ ステム当
た り端 末 数

44

3

101

33.7

45

4

196

49.0

46

8

497

62.i

47

17

1,215

71.5

48

25

2,418

96.7

49

26

3,765

144,8
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また,49年 度 宋 現 在 に お け る シス テ ムを 対 象 業 務 別 に み る と第2-4-31

表 の とお りで あ り,預 金 ・貸 付 け ・為 替 等 の 金 融 業 務 が 多 く19シ ス テ ム とな

っ てい る。

第2-4-31表 各種システムサー ビスの対象業務 別 内訳

　 一 ～～_年
＼_シ ステ

対象業務 ＼ 一割_爺 成、、

49

システ・数1構 成 比

金融業務

自動車検査登録業務

座席予約業務

税務会計業務

信用・購買・販売業務

気象観測情報業務

環境情報業務

20

1

1

1

2

-

一

%
80.0

4.0

4.0

4.0

8.0

-

一

%
1973.1

13.8

13.8

13.8

27.9

13.8

13.8

計 251 1・…1 261 100.0

3国 際 電 電 の 情 報 通 信 事 業

国際 電 電 の 提 供 す る デ ー タ通 信 サ ー ビス に は,国 際 オ ー トメ ックス サ ー ビ

スが あ る。 これ は,国 際 電 電 の セ ン タに 設 置 した 電 子 計 算 機 シス テ ムに海 外

及 び 国内 の端 末 を 結 ぶ 電 気 通 信 回線 を接 続 し,同 一 ユ ー ザ 間 の メ ッセ ー ジス

イ ッチ ングを 行 うサ ー ビス で あ る。 サ ー ビス 内 容 と して は,メ ッセ ー ジの 中

継,通 信 文 の再 送,伝 送 速 度 の 変 換 等 の機 能 を 持 ち,端 末 装 置 につ い ては

ポ ー リ ング方 式 も可 能 で あ る。49年 度 末 のユ ーザ 数 は11,端 末 数 は123で あ

る。

4民 間の情報通信事業

(1)企 業 数

情報通信事業を行っている民間企業の数は,郵 政省が実施 した調査によれ

ば,49年12月 末現在で35社 となっている。しかし,こ の中には,親 会社だけ
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に サ ー ビス提 供 を行 っ てい る会 社,す なわ ち,企 業 の社 内 情 報 処 理部 門 を別

会社 に した だ けで 独 自の営 業 活 動 を行 っ て いな い もの が12社 含 まれ て い る。

した が っ て,一 般 の ユ ー ザを 対 象 と して サ ー ビス を提 供 してい る企 業 は23社

で あ る。

(2)企 業 規 模

資本 金,従 業 員 数 及 び年 間 売 上 高 か らみ た 上 記35社 の企 業 規 模 は そ れ ぞれ

第2-4-32表,第2-4-33表 及 び 第2-4-34表 の とお りであ る。 これ

らを総 合 的 に み る と,電 子 計 算 機 等 の製 造 ・賃 貸 ・販 売業 又 は 広 告 業 を主 た

第2-4-32表 民間の情報通信事業 者の資本金か らみた企業規模

＼ 資本金へ

区 別 ＼
＼

一般 のユーザにサ
ービス提供を して

いる企業

親会社のみにサー
ビス提供を してい

る企業

計

i億 円

未 満

社
7

8

15

以
円

円
億

億

5
満

-
上
未

社
8

4

12

5億 円以

上10億 円
未満

社
5

0

5

lo億 円以

上20億 円
未満

社
2

o

2

20億 円

以 上

社
1

0

正

計

社
23

12

35

1社 当た
り平均資

本金

億 円

25.1

(3.1)

O,7

16.7
(2.2)

(注)()内 は電子計算機等 の製造 ・賃貸 ・販 売業又は広告業を主たる業務 とす る

2社 を除いた平均 。

第2-4-33表 民間 の惰報通信事業者の従業員数か らみた企業規模

人
満

　10
未

数員業従

別区

一般 のユーザに

サー ビス提供を
してい る企業

親会社のみにサ
ー ビス提供を し

てい る企業

十
二
「一口

社
2

9

11

100人 以 上

500人 未 満

社
13

3

16

500人 以上

1,QOO

人 未 満

社
6

o

6

1,000人

以 上

社
2

o

2

計

社
23

12

35

た
従

当
均
数

社
平
員

1
り
業

人

1,001

(355)

98

692
(262)

(注)()内 は電子計 算機等 の製造 ・賃貸 ・販売業又 は広告業を主た る業務 とす る

2社 を除いた平均。
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第2-4-34表 民間の情報通信事業者の年 間売上高か らみた企業規模
'＼ ＼＼

＼ 年間売上高

区 別 ＼＼ ＼

一般のユーザにサ

ー ビス提 供を して

い る企 業

親会社 のみにサー
ビス提供 を してい

る企業

計

lo億 円

未 満

社
4

10

14

10億 円以

上30億 円
未満

社
9

1

10

30億 円以
上50億 円

未満

社
6

o

6

50億 円以
上100億

円未満

社
1

1

2

100億 円

以 上

社
1

0

1

計

社
21

12

33

1社 当た

り平均年
間売上高

億 円

145.5

(23.6)

9.8

96.2
(18.4)

(注)電 子計算機等 の製造 ・賃貸 ・販売業 を主た る業務 とす る1社 及び49年 度途 中

で業務 を開始 した1社 の年間売上高は不明。()内 は広告業を主た る業務 と

す る1社 を除いた平均 。

る業 務 とす る2社 の規 模 が 特 に 大 き く,ま た 親 会 社 の み に サ ー ビス 提供 を し

て い る企 業 の規 模 は一 般 的 に小 さい 。

(3)提 供 して い るサ ー ビ ス

ア.シ ス テ ム数

上 記35社 の サ ー ビス シ ス テ ム の数 は51で あ り,1社 当 た り平 均 シス テ ム数

は1.5で あ る 。51シ ス テ ムの 内訳 は,一 般 の ユ ー ザ を 対 象 とす る シス テ ム

35,親 会 社専 用 の シス テ ム16と な っ て い る。

イ.サ ー ビス の種 類

51シ ス テ ム のサ ー ビス の種 類 別 分 類 は 第2-4-35表 の とお りで あ る。 こ

の表 か らみ る と個 別 シス テ ム(こ こで は,特 定 の1ユ ー ザ に対 して,サ ー ビ

ス提 供 を行 っ てい る シス テ ムを い う。)と は ん用 シス テ ム(こ こで は
,複 数 の

ユ ー ザに サ ー ビス 提供 を行 っ て い る シス テ ム を い う。)が 半 々 とな っ て お り,

は ん用 シス テ ムに お い ては 多 くの用 途 のた め に 共 同 利 用 され る多 目的 シス テ

ムが 大 部 分 とな っ て い る。

ウ.サ ー ビス提 供 地 域

サ ー ビス提 供 地 域 は 第2-4-36表 の とお りで あ る。全 国 的 な シス テ ムは

4シ ス テ ムあ るが,こ の うち2シ ス テ ムは 個 別 シス テ ムで あ り,残 りは証 券
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第2-4-35表 民間の惰報通信事業 者のシステムのサー ビス別分類

訳
個 別 シ ス テム

はん用 システ ム

十
二
曽一口

経済情報
提供業務

o

3

3

証券取引
業 務

4

i

5

銀行業務

3

0

3

その他の
特殊業務

19

0

19

多 目的

./

/

21

21

十
ニ
コ
ロ

26

25

51

(注)個 別 システムにおいては,複 数 の業務処理を行 うものも特殊業務用 として取

り扱 った。

第2-4-36表 民間の情報通信事業者のサービス提供地域

サー ビス提供地域 シ ス テ ム 数

全 国 的 な も の 4

地
域
的
な
も

の

東

大

名

福

札

仙

そ

古

の

区

区

地

地の

京

阪

屋

岡

幌

台

他

0

2

1

8

6

5

1

4

2

2

1

47

十看
ロ

51

(注)全 国的でない ものの各地区 の合計が47に ならないのは,1

システムで2以 上 の地区にサー ビス提供 してい るものがあ

るためである。

市 場 の情 報 を 提 供 す る シス テ ム と米 国 に あ る コ ン ピ ュー タに 接 続 して い る国

際 的 シス テ ムで あ る。 全 国 的 で な い シ ス テ ムの 大部 分 は東 京,大 阪,名 古 屋

の大都 市 を 中 心 と した もの で あ る。

エ.ユ ー ザ数 及 び 端 末数

1シ ス テ ム当 た りの ユ ーザ 数 及 び 端末 数 の 状 況 は そ れ ぞれ 第2-4-37表

及 び 第2-4-38表 の とお りで あ る。 また,1ユ ーザ 当 た り平 均 端 末数 は個

別 シス テ ムでは46.5台,は ん 用 シス テ ムでは4.8台 で あ り,個 別 シス テ ムの

方 が圧 倒 的 に多 くな って い る。
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第2-4-37表 民間の情報通信事業 者のユーザ数別 システム数

ユ ー

ザ数

区別

2以 上10以 上50以 上IOO以l

lO末 満50未 満100上200200以 上 計未 満 未 満

1シ ステ
ム当た り

平均ユー
ザ数

個別 シス
テム

シ㌘ ム///
///シ 奮 ム

./////

社
1

はん用 シ
ステ ム

システム システム システム システ ム システム

/1361・222
40.1

計 26 13 6 1 0 2 48 18,9

第2-4-38表 民間の情報通信事業者の端末数別 システム数

＼ ㈱、
ヒ、

区 別 ＼

1シ ス テ

1・縮18籍1襟 鮎8議 …以上 計 輔 蘇
数

個 別 シ ス テ ム
シス テ ム シ ス テ ム シス テ ム シス テ ム シス テ ム シス テ ム 台

1472122646.5

はん用 システ ム 7 9 3 1 2
193.322
(50.0)

計 21 16 5 2 4
ll3.848
(48.1)

(注)()内 は証券市場 の情報 を提供す る1シ ステムの端末数 を除いた平均。


